
●問題提起・コーディネーター
久 隆浩さん(近畿大学教授)

第23回 大阪地方自治研究集会

会場  マイドーム大阪
（8階、第1・2会議室）

日時  5月11日(土)10:00～15:30
2040年問題とまちづくり
新たな視点で見つめ直す

●パネリスト
櫃本真聿さん(四国医療産業研究所長)
柏木登起さん(NPO法人シミンズシーズ代表理事)
和泉大樹さん(阪南大学教授)

トークセッション第1部

各職能評議会からのレポート発表第2部

　2024年度が始まりました。ウクライナやガザの戦
火は収まらず、能登半島地震からの復興も難航が伝
えられる中、重苦しい空気が漂う年度初めです。
　新年度を前に、政府予算は 3 月28日、参院を通過
し成立しました。大阪府の予算は 3 月22日の府議会
本会議で決定。府内自治体の新年度予算も各議会で
決定されました。
　自治研センターは 3 月30日、財政問題をテーマと
した公開講座「検証・大阪維新の財政運営―決算か
ら読み解く維新政策の本質」を開きました。講師に
お招きした桃山学院大学の吉弘憲介教授は、まさに
このテーマで 7 月に新著の出版を予定されており、
とてもタイムリーで興味深い講座となりました。本
号にその講演録を掲載しておりますので、当日参加
できなかった皆さんもぜひお読みください。

大阪府議会は 3月22日
市町村合併への府の支援を
盛り込んだ条例を制定

　大阪府議会は最終日の 3 月22日、自主合併支援を
盛り込む「大阪府基礎自治機能の充実及び強化に関
する条例｣ を制定しました。この条例は「基礎自治
体の機能強化に関する調査特別委員会」で検討され
てきたものです。 3 月19日の特別委員会で全会一致
により可決された条例案が本会議に提案され、維新、
公明、自民の賛成で可決されました。
　条例は 4 月 1 日施行となり、これに伴い府は知事
を本部長とする「基礎自治機能充実強化推進本部」

を設置し、「基礎自治機能充実強化基本方針」の策
定をはじめとした施策の推進に取り組むことになり
ます。自治研センターでは、この条例が市町村合併
に与える影響も含め、引き続きその運用動向に注視
していきます。
　なお、委員会は条例案取りまとめに先立って、 4
人の研究者を招致し意見聴取を行いました。その内
容をごく簡単にではありますが、本号の「でかける
自治研」で紹介していますのでご覧ください。

2024年度がスタート
自治研センターは3月末に
財政をテーマに「公開講座」開く
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　「平成の大合併」は、住民に身近な事務を基礎自
治体が府県の関与なしに実施できることを前提に推
進された。これを総合行政主体論というが、集権的
発想に異論もある。
　 1 市 4 町が合併し政令市となった相模原市は成功例
といえるが、旧相模原市という中核地域の存在が大き
い。中核地域のない合併は必ずしも成功しておらず、
住民投票などで合併に至らなかったケースもある。
　基礎自治体の機能強化には広域連携という選択肢
もある。基礎自治体同士の連携だけでなく、核とな
る都市がない地域では二層制を柔軟化し、府県が市
町村の補完・支援に乗り出すことの検討も必要。

人口減少で危機に直面する基礎自治体の持続可能
性をどう実現するか、ＮＳＤという指標活用の提言

赤井伸郎・大阪大学教授

　基礎自治体の危機は、人口減少により、「規模の経
済性」｢密度の経済性｣「集積の経済性」が失われ、
人口集積地域との所得格差（税収減）を生み、財政
収支の均衡が維持できなくなることから生じる。
　市町村合併は規模の維持を図る方策の一つである
が、先行研究によると、吸収合併ではコンパクト化
が図られ効果を生むが、対等合併ではコンパクト化
せず規模の経済を維持できない。
　効果を生むためには密度の維持が重要であり、そ
れは人口密度に、居住集中地域の存在の程度を加味
する必要がある。これは「基準化された標準距離（Ｎ
ＳＤ）」という指標を用いて分析できる。

財政力指数からみる大阪の基礎自治体、
これからの広域自治体と基礎自治体の関係

野田遊・同志社大学教授

　県内の基礎自治体の財政力指数の平均が 0 ．4 以
下になると県がサービスを代替する必要性が生じ

基礎自治体の機能強化を考える
　「でかける“自治研 ”」の第 2回は、府議会「基礎
自治体の機能強化に向けた調査特別委員会」が 1月
16・19日に実施した参考人招致の報告。 4人の研
究者が各専門分野から意見表明した。

でかける自治研 No.2

大阪府議会「調査特別委員会」参考人招致を聴く

自治は現場で起きている！現場での自治研活動を訪問し記事にするコーナー。
皆さんの取材依頼をお待ちしています。

る。しかしそうした県は自らの財政力指数も低いた
め、自治の危機が深刻化する。
　大阪府内市町村の財政力指数の平均は 0 ．7 と高
い。府も 0 ．7５と全国 4 位の高さだ。しかし、中に
は指数の低い市町村も存在する。個別に分析し、持
続可能な方策を検討すべきだろう。
　全国的には合併や広域連携に加え、府県が主体的
に関与するケースも出てきている。愛知県東三河地
域では「東三河バーチャル県庁」構想の下、担当副
知事を常駐して取り組みを進めている。

市町村合併は自治体や住民の自己決定が
重要、「問題提起型広報」の活用を提言

柏原誠・大阪経済大学准教授

　合併は自治体の枠組みそのものの変更であり、広
域連携などとは異なり、市町村や住民の自己決定が
強調される必要がある。府は合併しなくても機能強
化が図れる方策の検討を優先すべきだ。
　「課題対応について」の取りまとめ案にある中長
期財政シミュレーションは、府が統一フォーマット
で行うのではなく各市町村が独自に行い、毎年改善
策を講じるために活用されるべきものである。
　住民との情報共有に関して広報が重要だが、「政
治的中立」は決定事項を伝えることではなく、様々
な意見を伝える ｢問題提起型広報｣ の活用を積極的
に推進すべきである。

　以上、参考人の研究者の皆さんのお話を紹介した。
紙面の関係でごく簡単なものとなった。府議会のホ
ームページのインターネット中継で録画を視聴でき
るので、興味を持たれた方はぜひご覧いただきたい。

基礎自治体の機能強化を支援する条例案の
取りまとめを確認

1 月３０日委員会

　事後の 1 月30日に開かれた委員会では、参考人招
致および同日の委員間協議を踏まえ、正副委員長が
市町村合併支援を盛り込んだ基礎自治強化条例案の
たたき台を作成することが確認された。
　なお、条例化の動向などについては「巻頭言」で
続報をお伝えしているのでご覧いただきたい。

■牛山久仁彦（明治大学教授）■赤井伸郎（大阪大学教授）■野田遊（同志社大学教授）■柏原誠（大阪経済大学准教授）

総合行政主体論に基づき推進された「平成の
大合併」、成功には中核地域の存在が重要

牛山久仁彦・明治大学教授



財政ポピュリズムとは何か

■はじめに
　今日は「大阪維新の会の財政運営」というタイト
ルでお話します。私は2014年 4 月に桃山学院大学に
着任し、大阪で生活を始めました。大阪に来たとき
は既に橋下市長の時代で、ちょうど 1 回目の住民投
票の前の年でしたので都構想が焦点化していまし
た。テレビをつけても、地方選挙があるたびに維新
の会が伸長しているというニュースが入ってきてい
ました。そのたびに、維新の会はなぜ関西でこれほ
ど選挙に強いのかなと単純に興味を持ちました。
　私は財政学者ですので、大阪維新の会の政策面、
特に財政政策で何が行われたのかに関心をもったわ
けです。当時は都構想が話題でしたので、都構想で
大阪市が特別区になったら財政はどうなるのかとい
う分析はありました。しかし、大阪維新の会が政策
として結局、何をやったかというのは、まとまった
ものがまだ出ていませんでした。そこで私自身で着
手したわけです。
　維新財政の分析に関する最初の論文は、月刊『自
治総研』という専門誌の2021年10月号に発表しまし
た。「大阪維新の会による大阪市財政運営の実態―
人口一人当たり歳出・歳入データを用いた他都市比
較による分析」という論文です。この論文はいまも

「地方自治総合研究所」のホームページから無料で
ダウンロードして読めますので、関心がありました
ら、ぜひお読みいただければと思います。
　また、本の宣伝のようで恐縮なんですが、その
後の研究も加えて、今年 7 月ごろに『維新財政 財
政ポピュリズムを読みとく』（仮題）という本の出
版を予定しています。今日はその本の出版に向け
て考えてきたことを聞いていただきたいと思って
います。
　私はこの本の中で、維新財政を読み解く一つのポ
イントとして「財政ポピュリズム」という言葉を使
ってみました。「財政ポピュリズム」とは何かとい
うのが今日の話の中心です。

■維新支持に関する既存研究
　その前に維新分析の先行研究を少し振り返ってお
きます。関西学院大学教授の善教将大先生が、2018
年に『維新支持の分析』（有斐閣）を出版されました。
大阪維新の会の支持構造の政治学的な分析の本で、
「ポピュリズムか、有権者の合理性か」という副題
を付けていて、非常に話題になりました。善教先生
はこの本でサントリー学芸賞という非常に著名な賞
を受賞されました。
　この本での善教先生の問題設定はこうです。大阪
維新の会というのは選挙ですごく強い。皆さんご存
じの通り、首長なり地方議会なりの選挙で非常に強
い。ところが、大阪都構想の住民投票は 2 回やって
2 回とも結局負けてしまった。なぜ選挙は強いのに

「財政ポピュ
リズム」とは

決算から読み解く大阪維新の会の特質
大阪維新の会の財政運営検証

何か

講演録

1980年生まれ。桃山学院大学経済学部教授。東京大
学大学院経済学研究科博士課程単位取得退学。専門
は財政学、租税政策。論文に「検証・大阪維新の会の財
政運営」（『世界』2023年6月号）など。

吉弘 憲介
桃山学院大学経済学部教授
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都構想は通らなかったのか。善教先生はこのことを
実証分析されたわけです。
　結論はこうです。大阪の住民は別に熱狂的なポピ
ュリストではないんだ。「維新」の看板が付いていれ
ば何でもかんでもゴーサインを出して、何でもかん
でもオッケーですっていうわけじゃないんだ。その
時その時の情勢を見て、ものによって判断をしてい
るだけなんだ。これが善教先生の問題の解き方です
ね。なんで強いのか、弱いのかっていうのをつなぐ
コアは、有権者が合理的だからってことなんです。
　この本は専門的な学術書にしてはかなりの版を重
ねて非常に売れましたし、話題にもなりました。い
まや善教先生は、維新の選挙分析では第一人者とい
っていいでしょう。
　しかし、この分析で維新の支持構造は理解できて
も、結局、大阪維新の会やそれに連なる日本維新の
会のような、いわゆる維新の会と言われている政党
が一体何をやったのか、その結果どういう資源配分
が行なわれたのかがわからない。財政学を学んでい
る者からするとそこに不満が残るわけです。

■財政を見れば国家の本質が分かる
　ここで少し財政について説明します。財政という
のは、税金という形でみんなから集めたお金を配る
わけですね。よく学生に言うんですけど、税金によ
く似たシステムがある。それはカツアゲだと。構図
が一緒なんですね。例えばペットボトルのお水をコ
ンビニで108円で買うと、100円は商品の値段で 8 円
は消費税です。100円でいいわけですね。この商品
が100円の価値があるわけだから交換すればいい。
じゃあ 8 円は何ですかと。 8 円分払って何か皆さん
手に入れていますか。なんで等価交換なのに 8 円勝
手に取るんだ？これは本質的な話です。つまり、一
方的に 8 円を取り上げることができる。これは政府
にのみ許された力ですね。一方的にお金を取り上げ
ることができる。カツアゲも一緒ですけど、カツア
ゲと納税の大きな違いは、合法か違法かの違いです。
当たり前です。で、そう考えると税金というのは本
来嫌なものだということです。つまり、一方的に自
分の財布からお金を抜かれるというわけですから。
取られるのは嫌だけど、そうして集めたお金で、み
んなで使えるいいものを買うんだというので、何と
かみんな納得するわけですね。これが財政の本質な
わけです。
　こういう本質的に嫌なものとされる財政をどうい
うふうに理解して、かつその財政で各政党が何をや
っているか。それが国家の本質的な性格なのだと、

19世紀末のドイツで活躍したゴルトシャイトという
財政学者が提唱しました。まさに財政というのは、
全てのイデオロギーを剥ぎ取った本当の国家のあり
ようなのだという学説を提唱したわけです。
　そいつらが何をしようとしているのか、財政を見
れば覿

てきめん

面に分かると、財政の教科書には書いてあり
ます。その言葉に従って、私も財政を通じて何が行
われているのかということを見ることで、大阪維新
の会の人たちが何を考えているのかということを逆
に読み解こうと思いました。これが私の財政分析を
やってみようと思った動機です。

■「財政ポピュリズム」の三つのプロセス
　大阪維新の会の財政を見ていくと、ある意味で言
うと非常に合理的というか、有権者が合理的だと感
じるだろうなということをやるわけですね。ところ
が、これは後で詳しくお話ししますが、財政という
機能の本質的な否定にもつながっていて、そこが維
新の会が非常に強力な支持を集められる一方で、そ
れ自体が実は維新の会にとっては弱点になっている
んじゃないか。そのメカニズムを「財政ポピュリズ
ム」という言葉で説明できるのではないか。こうい
うような話をしてみたいと思っています。
　「財政ポピュリズム」の簡単な解説をまずしてお
こうと思います。政党は財政を通じて人々から支持
を調達しようとします。政治家や政治家を束ねる政
党というのは、当然みんなから選挙で票を入れても
らわないと当選できませんから、なんとしても有権
者のマインドに届くようなことをやらなきゃいけな
いと考えます。組合組織や地縁組織といった中間組
織がありますが、中間組織から支援を受ける政党の
方は、そうした組織の立場や考えはある程度分かっ
てるんですね。そういうところの代表となる人が、
選挙になれば票を集めてくれるので当選すると。そ
ういう人たちは当然、自分たちの組織の声を議会に
届け、財政に反映させて、予算配分を勝ち取ってく
れる政党を応援するわけです。
　ところが、維新の会は割と新しい政党で、かつ非
常に盤石な中間組織によって支持されているわけで
は必ずしもない。むしろ、そういうところから抜け
出した人たちで構成される政党なので、組織的支援
基盤は弱い。ある議員さんが来てお話をしますので、
ぜひ聞きに来てくださいと声をかけたとき、誰が集
まってくれるでしょうか。従来からの政党であれば、
地縁組織なり組合なり住民組織なりの組織を代表す
る人たちが声をかけて、人が集まってくれますが、
そういうものがない状態でポッと言ってもなかなか
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人は集まらない。普通に考えますと、じゃあどうや
ったらそういう中間組織のないような団体が財政を
通じて支持を固められるかということですが、この
「財政ポピュリズム」が一つのキーワードになるん
じゃないかと思います。
　「財政ポピュリズム」は 3 段階に分かれていて、
一つ目は、とりあえず今あるものが既得権益ですと
言わないといけない。つまり、今、ある財政状態が
あるとします。これはある特定の人たちのためのも
のなんですよと高らかに宣言します。で、これは一
般の皆さんのためになってないんですと言って、ま
ずこれを解体する。
　二つ目は、解体した後にどう戻すかということで
す。その時には、例えば困っている人、貧しい人、
ハンディキャップのある人みたいにラベリングせず、
とにかく頭割りで配ってしまう。そうすると何がい
いかというと、今までもらえなかった人たちがもら
えるようになる。例えば所得制限などは設けません。
所得制限を設けると一定の所得以上の人は公共サー
ビスがもらえません。一般に所得の高い人は税金の
額が高くなります。当たり前ですけど、日本の場合
は所得税あるいは住民税は比例税ですので、所得に
応じて額が増えていきますね。そのため、たくさん
税金を納めている割に便益がないじゃないか、受益
がないじゃないかと思っている人が一定数いるわけ
です。そこに対してアプローチするには所得制限な
んて設けず、みんなに返しますと。こうすると、今
までもらえなかった人たちが公共サービスをもらえ
ることになって、この制度は税金を負担した自分た
ちに利益を返してくれるというシグナリングを発す
ることになります。そうすると支持を調達できる。
　ところがここで大事なのが三つ目です。そもそも
これは財政学とか公共経済学という学問の教科書に
必ず書いてあるのですが、財政とは公共財を提供す
るものだと。公共財っていうのはちょっと難しい言
い方ですけれども、簡単に言うと個人個人に利益を
還元しません。みんなで利益を共有するんです、と
いう財です。最近コモンというキーワードが流行っ
てきていますが、そのコモンに近い。つまりみんな
に利益があるもので、利益を分割できないものだか
ら税金で買うんですね。個人のものなら自分の金で
買ってくださいって言えばいいのです。なぜ財政で
買うのかというと、みんなで買った以上、みんなで
使いましょうという合意があるわけです。みんなで
その利益を共有しましょうと。
　あるいは逆に言うと、みんなじゃないと買えない
ものを財政で買うのです。堤防を例にとってみまし

ょう。堤防というのは、例えばある川の流域が洪水
で使えないとする。でもここを使えるようになった
らみんな豊かになるよね。じゃあみんなでとりあえ
ずここに堤防を築こう。そうすればこの土地をみん
なで使えるじゃないか。その代わり、ここはみんな
で使うんだから誰かが俺のものだと言っちゃだめだ
よ。ここで採れたものはみんなで共有するんだよ。
これが財政です。
　じゃあ、例えばみんなで堤防を築くなんて嫌だ。
この建材は自分のものだから自分で使いますと言い
だしたらどうなるでしょう。みんなそれぞれ個別に
堤防を築くための資材を各家庭に配っても何の意味
もありませんね。各家庭分のセメントと土だけ各家
庭に置いてあってもどうしようもない。寄せ集めて
堤防にすればみんな潤う。この時に大事なのは、個
人に利益が返ってこなくても全体で負担したこと
で、分割しない利益が全体にもたらされるプロジェ
クトを実施するという合意です。ところが「財政ポ
ピュリズム」はこの合意形成を難しくする。そこが
斬新なんです。

■「財政ポピュリズム」の難題
　「財政ポピュリズム」は 2 番目まではうまくいく
んです。今までこれは皆さんの堤防ではありません
でした。これは誰か特定の人たちだけのために利益
を与えるものでした。だから私たちは改革者として
これを解体して皆さんに戻しますと。確かに今まで
自分たちは利益を得られなかったと感じていた人た
ちは得をしたと思うわけです。だけど、じゃあ改め
て堤防を築きましょうと言い出した時にどうなる
か。前の堤防は誰かのためのものだったと言って切
り取って配ってしまったくせに、お前ら自分たちは
本当にみんなのための堤防を作るなんて言えるんで
すか？っていうふうに切り返されます。
　集団の合意には価値の共有が必要ですよね。価値
の共有というのは、本来、例えば特定の地域なり特
定の団体なりが、非常に長い時間をかけて一緒に行
動する中で育てられるわけです。普通に考えて、そ
れを下地に財政というのが成り立っているわけで
す。ある意味で言うと若い政党故にそういう下地が
ない中で個人に返しますよという戦術をやればやる
ほど、この 3 番目のところでうまくいかなくなる。
例えば都構想が失敗した理由について、多くの研究
者は ｢都構想によって与えられる利益を住民が十分
認識できなかったからだ｣ というふうに書いていま
す。つまり、失敗の理由は合理的に説明できると書
いてあるんです。
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　それはそうですね、個人の利益からみれば合理的
です。でも結局、個人の合理性を超えるところに財
政はあるんですよ。みんなで物を買うという、個人
の合理性を超えたところに財政があるのです。ある
意味で都構想がしくじったのは、みんなの利益を超
えた新しい行政組織を作りましょうということに、
個人の合理性を超えて、みんなを納得させられなか
ったからです。だって納得しなくていいと言って支
持を集めたのは維新なのですから。だから維新の政
策ツールがそういうふうにできてないっていうの
が、彼らにとっての、つまずきの石になっているの
ですね。
　今まさに万博やＩＲも、私が行った予備的な世論
調査を見る限りでは、維新を支持しているという人
たちにとってもあんまり人気がないようです。そう
考えると、まさに都構想に近いわけですけど、利益
をみんなで共有できないというふうにわかった瞬間
に支持も離れてしまう。
　もちろん一部の維新支持者は、維新というラベル
が付いていれば、万博でもＩＲでも何でもいいです
という人もおられるでしょう。しかし、実際に投票
してどちらを選びますかというときには、個別の政
策に人気がないということは、多分維新の方々自身
も気づいてるんじゃないでしょうか。
　だから、万博とＩＲに関しては、結局、住民投票
はやらなかった。それでも突っ込んでいかざるを得
ない状態になっていると思うんですが、それが今後
のアキレス腱になるんじゃないかと思っています。
以上が「財政ポピュリズム」の説明です。

大阪維新の会の歳出は
何を語るのか

■“偏差値”で地方財政を見る
　さて、今日は財政のデータを見ていきたいと思っ
ているのですが、まず私も地方財政の勉強している
立場からすると、地方財政というのは非常に分かり
づらい。何故かというと、自治体の財政をデータで
見ても、どういう特徴があるのか一目では分からな
いのです。私は和泉市に住んでいますが、和泉市の
財政は大きいのか小さいのか、財政規模だけじゃ分
からないのです。例えば財政規模が700億円程度だ
として、和泉市の財政が大きいのか小さいのか、ど
こが多いのか少ないのか、すぐ分かるものじゃない。
さらに言うと、日本の場合は地方交付税という制度
があって、歳入が足りない分は国が一定の行政水準

を維持できるようにお金を補填する仕組みになって
います。変な話、国の予算が入っていないような、
すごく豊かな自治体の財政というは非常に特徴的で
す。逆に言うと、それ以外の交付税が入っている団
体で、どこかが突出してどうこうみたいなのは一見
しても分かりづらいわけです。
　例えば大阪市の税収が過去最高になりましたと
か、大阪府の税収はどんどん伸びていますとか、こ
ういう報道がなされることがありますが、ちょっと
立ち止まって考えなければいけないのが、大阪府だ
け伸びているのですかということです。例えば大阪
府の人口が増えているから伸びているのじゃないで
すかとか、いろいろ考えるべきことが出てくるわけ
です。そう考えると、本当に過去最高かって言われ
ても分からない。だからそこを分かるようにしなき
ゃいけないっていうことで、今回、偏差値を使って
分析しました。ここが私の分析のポイントです。
　偏差値というと皆さんは受験の話を思い起こさ
れるかもしれませんが、偏差値というのは、まず
５0が必ず平均で、偏差値が６0だとか40だとかとい
うのは、この平均値に対してある数字がどれくら
い離れてるかということを表す基準だと思ってい
ただくと分かりやすいです。ちょっと算数みたい
で恐縮なんですが、200６年時点で高校 2 年生の男
子の平均身長は170センチです。つまり170センチ
の高校生は、身長の偏差値でいうと５0になる。日
本の高校 2 年生男子はおそらく40万人くらいです
かね。で、大きい高校生も小さい高校生もたくさ
んいます。40万人の高校生を身長の低い子から高
い子まで全員集めてきて、それぞれの人数を数え
ます。すると170センチの平均のところの人数が一
番多い。逆に190センチを超えるような高校 2 年生
の男子というのはかなり少ない。
　偏差値５0が平均値ですね。平均値からのばらつき
の度合いを標準偏差と呼びます。これが大きければ
大きいほどばらついている訳です。この計算は大し
て難しくはないのですが、たくさんのデータでやる
と面倒くさいので、コンピューターのプログラムで
出す必要があります。簡単に言うと、偏差値という
のは平均に対して標準偏差という目盛りで、どれく
らい離れているかっていうことを表します。よく偏
差値70と言いますけど、偏差値70 っていうのは標
準偏差が平均値に対して二つ離れている状態です。
身長などを高い方から低い方に並べてその数を数え
ると、釣鐘型の分布になると知られています。これ
を正規分布と言います。
　偏差値が標準偏差 1 単位分離れて、つまり偏差値
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40から６0の間で、高校 2 年生の男子の 7 割ぐらいは
この中に入ります。偏差値70を超えるという段階で
は ５ ％もいません。よく偏差値70の高校とか、偏差
値70の大学って言いますけど、それは全体の学力の
中でいうと 3 ％よりは少ないぐらいの人たちしか行
けない学校ということです。100万人いたら 3 万人
しかその学校に入れません。そういうふうに分布を
決めるわけですが、こうすると相対的に高いのか低
いのかわかりやすいのです。

■大阪市は維新市政以降も大きな政府である
　そして、ここで財政データがどれくらいグループ
の中の平均から離れてるかを計算して図に直そうと
いうのが今回の分析の基礎になってます。
　前置きばっかり長くて恐縮ですが、今日は基本的
に歳出面の分析を中心に話します。今度、出版する
本には歳出面しかほとんど出てきません。歳入面の
ことを知りたい場合は、先程言った自治総研の論文
の方を読んでいただくと、歳入面のことについても
少し触れています。
　歳出面、つまり維新の会になってから何に金を使
い、何に使わなかったのかということを、さっきの
偏差値を使って見えるようにしました。まずこれが
ポイントですけれど、小さな政府じゃないんですね。
何度か申し上げていますが、大阪市の財政は減って
いません。
　だから大阪維新の会は新自由主義で小さな政府だ
という議論は、実際の財政規模からすると妥当では
ない。ただ、これは割とよくある話で、私はもとも
とアメリカ財政の研究をしているのですけれども、
ロナルド・レーガンは新自由主義者として有名です
が、彼が大統領の時代に小さな政府になったかとい
うと、なっていません。アメリカはあの時期、むし
ろ財政膨張しているんですね。もちろん使っている
のは社会保障費じゃなくて軍事費に使っているので
すが、少なくとも小さな政府論者だから政府を小さ
くできるかというと、そんなことはないんです。今回、
大阪に関して言うと、大阪も必ずしも小さくなって
いない。
　けれど使い方が変わってきているのです。特に人
件費の下がり方が顕著です。公務員をかなり少なく
したんですね。一方で公債費、つまり借金の返済は
増えています。そのため債務水準が下がりました。
臨時財政対策債を除けば、少なくとも大阪市の債務
の水準は横浜市や名古屋市よりも今や少ないですね。
均衡財政主義に基づき債務を返済して、かつ人件費
を下げたと言えます。扶助費は必ずしも削れなかった。

もう一つは、普通建設費が上昇しているのが特徴的
なところだと思います。これについては後程お話し
します。
　まず歳出水準を実額で見てみます（ 図１ ）。ここ
での実額は大阪市や横浜市や名古屋市の歳出をそれ
ぞれの人口で割った数字です。200６年の段階の大阪
市の一人当たりの歳出の水準は大体６５万円ぐらい
で、名古屋市が4５万円ぐらいで、横浜市が一番小さ
くて40万円くらいの水準だと思います。大体の推移
を見ていただければいいのですが、大阪市が一番多
いなっていうぐらい分かるわけです。例えば201６年
あたりからどこも急に増えてますよね。
　これを先ほど言った偏差値で表してみるとどうな
るでしょうか（ 図2 ）。すると201６年からの上昇は
大分マイルドになってるのがお分かりになると思い
ます。日本には20個の政令市がありますが、これは
その20個の政令市の中でそれぞれの自治体の水準が
高いのか、低いのかを表しています。つまり201６年
にはすべての政令市の歳出額が増えたということが
読み取れるわけです。ちなみに201６年に増えている
のはなぜかというと、小・中学校の先生の人件費が
政令市に移管されているからで、その分だけすべて
の政令市で増えています。
　図 2 を見ます。大阪市は偏差値で言うとずっと70
を超えています。つまり標準偏差でいうと二つ以上
離れているということです。これは大阪市の財政規
模が非常に大きい水準にあることを示しています。
だいたい名古屋市の財政規模というのが、人口一人
当たりに直した時には20政令市の中で平均に近いと
いえます。横浜市がその平均よりやや少ないぐらい
です。この水準はそれほど変わらないのが特徴です。
たまにぽんと上がったりしますけれど大体横ばい
で、大阪市も実は横ばいです。つまり2011年に橋下
徹さんが市長になった以降に、大阪の財政規模はす
ごく増えたり減ったりしたように言われますが、偏
差値で見るとそれほど大きく変わったわけじゃない
ということが分かるわけです。
　ただ、大阪市の歳出合計の偏差値は2020年ごろか
らバーンと下がっていますね。これは何かというと、
コロナです。コロナの時は大阪市も歳出を増やして
いますが、ポイントは他都市ほど増やしてないとい
うことです。つまり、人口一人当たりで見た時に大
阪市は他都市ほど歳出を伸ばせなかったんですね。
だから他都市が伸びているので、相対的にその見合
いが縮んでいくんです。
　これが偏差値で見ることの利点です。偏差値で見
ると、その数字がどれくらい変わったのかというこ
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とが分かる。例えば10人で競争した時に10人全員の
タイムが10秒縮まったら順位は一緒です。一人だけ
縮まらなかったら順位が下がるので、偏差値が下が
ります。

■大きな政府の中身は変化している
①人件費の急減
　歳出規模の順位はほぼ一緒だったんですけど、歳
出構造はかなり変わってきています。注目していた
だきたいのは、もともと非常に高かった人件費の偏
差値です（ 図3 ）。70を超えていて、大阪市の歳出の
中の一人当たり人件費の偏差値は非常に高かった。
それが本当に鮮やかですけど、2011年以降は下がっ
ています。いかにドラスティックに減らしていった
かがこのグラフから分かります。そして2018年の段
階で、ついになんと名古屋市に抜かれます。逆転する。
だから10年間で大阪市は全然違う組織になったぐら
いのインパクトがあったと思います。これだけドラ
スティックに人件費を減らしたということは、それ
ぐらい大きな影響がおそらくあったと思います。
②公債費の増加
　一方で増えているのは公債費です（ 図4 ）。公債
費の返し方が2011年以降、非常に高止まりしてます。
偏差値で言うと80ですので 3 標準偏差ですね。だか
ら非常に多くの公債費、つまり借金返済を続けてい
ます。これは非常に特徴的です。
③扶助費は高止まり
　次に扶助費（ 図5 ）。これはもうずっと高いです。
これにはかなり国庫支出金が入ります。国庫支出金
の負担割合が大きい歳出項目といえます。大阪市は
他の政令市と比較して生活保護の保護率が非常に高
い自治体です。それが扶助費を押し上げています。
扶助費といっても財政学をやっている人しか分から
ないですね。社会保障費だと思ってください。今言
った生活保護費や、あるいは高齢者、障害者、児童
などの社会保障分野の歳出がこの扶助費という名前
で地方財政の統計として出てきます。大阪市の扶助
費は非常に高い。これは変えられなかった。よく維
新の会は生活保護世帯とかに厳しいという話があり
ます。事実、生活保護費は若干、下がってきてはい
ます。しかし、そんなに劇的には減っていないとい
うのが現実です。
　以上から大阪市の財政規模は大きい政府の状態が
続いていると言えます。人件費が大幅に下がってい
るので、本来なら歳出水準は下がっても良さそうな
のですが、公債費の増加などで相殺され減っていま
せん。一方で扶助費は高止まりしている。こう考え

ると、増えたものも減ったものも減らなかったもの
もあるということで、大阪市の財政規模は大きいま
まといえます。

■職員数の水準は名古屋市を下回る
　では橋下市長以来の大阪維新による財政の背景に
ある思想は何なのかという話です。その一つとして
よく言われるのは、「中之島一家の解体」というこ
とです。私も読むまでは知らなかったのですが、橋
下市長が誕生した2011年の市議会の中で維新の会の
市会議員が「中島一家の解体が大事だ」みたいなこ
とを発言しています。で、中島一家って何だろうと
思って調べると、大阪市財政を中心にしたトライア
ングルがあるんだと。よく政官財の癒着に関する言
い方で、「霞が関」ではそうなってるみたいな言い
方がされていますが、それに近い表現のようです。
公務員、住民組織、議会と外郭団体。こういうとこ
ろが大阪市民の利益を食い荒らしているというわけ
です。それを解体しろと。そのためにはまず公務員
をどうにかしないといけないということで、公務員
の人件費をカットしました。大阪維新は債務に敏感
な組織ですから、債務の返済を非常に引き上げたわ
けです。
　一方、これ以外の特徴でいうと非常に面白いとい
うか、興味深いのは、投資的経費が201６年あたりか
らずっと上がっていくことです（ 図6 ）。201６年と
いうのは、大阪万博の招致を決めた頃です。それ以
前から議論があったわけですが、万博の視察とかに
行き始める時期がこの頃です。この辺から投資費が
どんどん上がっていって、コロナ後においても上昇
し続けているという特徴が見られます。以上が偏差
値を用いて大阪維新の会の財政運営を分析した結果
です。
　次に職員数について見ていきます。これは人口
10万人当たり普通会計職員数を偏差値で見たもので
す（ 図7 ）。人口10万人に対しての偏差値をを取っ
ていますが、大阪市は200６年では偏差値80ぐらいで
非常に職員数が多かったと言えます。ちなみに職員
数は多いんですけど、一人当たりの人件費はそんな
に多くないですね。職員一人当たりの人件費という
のはそんなに高くなかったのです。大阪市職員の給
料はそんなに高いわけじゃなかった。ただ職員数は
多かった。それを橋下市長になった2011年頃から急
激に減らした。2021年には職員数が名古屋市と逆転
してしまう。つまり、今や大阪市の相対的な職員数
は名古屋市よりも小さい。かつては政令市の中では
トップレベル、トップクラスの職員数だった大阪市
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は、10年で全然違う自治体になったと言っても過言
ではないでしょう。他の団体を見ていただくとわか
りやすいと思います。名古屋市も横浜市もほとんど
変わっていません。大阪市だけがドラスティックに
変わったっていうのはまず間違いありません。

■均衡財政主義による債務残高の圧縮
　次に債務について見てみましょう。ちょうどこの
前、大阪市の地方債はそんなに減ってないと誰かが
言っていて、私は減っていますよって言ったのです
が、全然顧みられることもなかったのです。しかし、
3 都市の債務残高（臨財債除く、 図8 ）を見ていた
だければ分かる通り、かつて大阪市は 2 兆円を超え
る水準で一般債務を持っていましたが、2021年度に
は 1 兆円を切っています。橋下市長以前から返済の
モードに入っていて減少基調にはありました。それ
が、橋下市長就任後に減少カーブの傾きが急になり
ます。他都市やかつての大阪市と比較すると、いか
に異様なスピードで下がっているかが分かっていた
だけると思います。
　かつ債務水準自体も 1 兆円を割りました。臨財債
を入れたらもちろんもうちょっと増えますが、臨財
債を除いた水準で言うと、少なくとも横浜や名古屋
よりも今や大阪の方が債務の残高水準は少なくなっ
ています。もちろん維新の会は自分たちの成果であ
るというふうに高らかに言うでしょうし、実際に債
務が減っているというのは否定し得ない事実じゃな
いかなと思います。
　ただ、じゃあ借金は返せばいいのかというと、そ
れはまた別の次元の問題です。なぜなら、借金をし
てでも何かをすることが財政に与えられた役割とも
いえるからです。必要なものは買わなきゃいけませ
ん。一括で支えなければいけないときは分割で買わ
なきゃいけないわけです。普通の民間経済でも一緒
です。そのために財政で集めるわけですから。だか
ら、借金を返すことが無条件でいい政府かっていう
のは、また別の次元の議論ということは理解してお
いていただかないといけないと思います。

■特別支援学校の府への移管問題を考える
　教育費についても見てみましょう。教育費水準は
むしろ維新後やや高くなってきています。ただし、
例えば教育総務費などはすごく下げています。かつ
ての教育総務費の偏差値が90というのもすごいので
すが、いわゆる教育委員会なんかに出すような、人
件費と連動したお金といえると思いますが、やっぱ
りぐっと下げました。一方、小学校費とか中学校費

とかは上げています。
　こういったものの中で、特徴があると思ったのは
特別支援学校費です。急に上がったと思った瞬間、
つるべ落としのように下がって、2017年度あたりから
はほとんどゼロになっています。何でゼロになった
かと言えば、大阪市に12校あった特別支援学校を全部
大阪府に移管してしまったからです。
　例の都構想絡みで府に移管されたのですが、 1 点
だけ一緒に考えていただきたいポイントがありま
す。特別支援学校は特別な支援を必要とするハンデ
ィキャップのある子どもを教育する学校です。この
学校を設置する義務は都道府県にあります。ですか
ら、都道府県立特別支援学校というのが一般的です。
しかし、政令市だけは学校教育法の 4 条の中で特別
支援学校を作っていいと規定されています。そのた
め、例えば横浜市も福岡市も京都市も設置していま
す。当然、大阪市も設置していました。それどころ
か大阪市の特別支援学校は歴史的に見て非常に伝統
のある学校でした。それを全部やめて大阪府に移管
してしまいました。こんなことをした政令市は他に
ありません。しかも2017年以降、国は政令市に対し
て特別支援教育をもっと積極的に担った方がいいと
いう方針を出している。それと全然真逆のことをや
ったというのは非常に特徴的なわけです。これをど
う読み解けばいいでしょう。
　私はこう考えました。中学校や小学校ってみんな
行きますよね。その中で支援が必要な子どもは 1 ク
ラスに大体 7〜8 ％ぐらいと言われています。だか
ら40人学級なら 2〜3 人です。つまりマイノリティ
です。さっき財政ポピュリズムとはどういう政策か
という点については、既得権益を解体してマジョリ
ティに返すと申し上げました。と考えれば、マジョ
リティが通う小中学校には配り方を増やしましょ
う。一方で特別支援学校というのは、そもそも都道
府県に設置義務があるものなんだから都道府県に戻
します。基礎自治体である大阪市は、そこはもう見
ません。そういう考え方が透けて見えてくるでしょ
う。もちろん維新の皆さんはそんなことはないとお
っしゃるでしょう。私がこういうことを維新の人に
言ったら、そんなことはない、二重行政解消のため
だとおっしゃると思います。でも、必要な教育サー
ビスなのだから、大阪市でやって予算ももっと増や
せばいいじゃないですかと言った時に、どういうふ
うに答えるのか。私には分かりません。
　ただ、少なくとも小学校、中学校の予算は伸ばし
ています。つまり配り方に濃淡が出ているのですね。
維新財政のこういう特徴も他の自治体と比較するこ
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とで分かってきます。

委託経費に見る構造変化

■委託費構造にみえる「ねじれ」
　続いて委託経費について見ていきます。先程、中
之島一家という話をしました。中之島一家というの
はつまり政官業の癒着構造みたいな話ですよという
ことを言いました。本当にあるかどうか、私はわか
りません。維新の方々はこれを解体しないといけな
いとおっしゃる。外郭団体というのは百数十もあっ
て、ここに公務員が天下りしたり、無駄金がいろい
ろ使われているんだというふうに言うわけですね。
私も維新の勉強をしなければならないので、彼らの
書いた本とかを買って読むのですが、読むとそこに
書いてあります。外郭団体が100以上あって、これ
を10団体から ５ 団体くらいに減らさなきゃいけない
と書いてある。
　そのために維新がどういう手法を取ったかを委託
契約の構成比の変化から見てみます。大阪市はいろ
んな事業を外郭団体に委託していました。そのやり
方について随意契約が多いということを維新の会は
問題にします。本来、随意契約というのは、それぞ
れの団体にしかできない事業を、そこにお任せしま
すという形で委託するわけです。完全に随意なわけ
じゃないですけど、基本的にはそういう目的で委託
するわけです。
　これに対して競争入札というのは、基本的には一
番安い値段を入札したところに落札します。だから
随意契約というのは、ある程度、競争性を減らして
いるといえます。入札をしないで随意で委託するわ
けですから。これを維新は批判するわけです。外郭
団体は随意契約を繰り返していて、お手盛りなんだ
よってことですね。そこで外郭団体にも随意契約で
はなくて競争入札させると言い始めました。
　そこでどう変化したのかを調べるために、大体
2 万件ぐらいある委託事業の受託先を全部入力して
2010年度と2017年度を比較してみました（ 図9 ）。
もちろんコンピューターを使いました。
　そうすると、確かに一般競争入札が増えています。
かつては 7 ％ぐらいだった一般競争入札が、20％ぐ
らいに増えています。これはかなりダイレクトに変
化しています。だからといって特定随意契約が必ず
しも減ったわけではありません。特定随意契約は額
で言うと６30億円ぐらいで、規模としてはそんなに

変わらなかった。
　ここからがポイントなんですが、特定随意契約の
委託先の変化が問題なんです。例えば株式会社や有
限会社といういわゆる営利事業者がどれくらい落札
しているのかということです。この割合を出すと42
〜 43％で10ポイントも上がっています。もちろん
2010年度の段階でも33％ぐらいは営利企業が特定随
意契約を受けているんですが、 7 年で10％ポイント
上がっています。逆にそれ以外の事業体の割合が減
っている。
　それで、よく考えていただきたいのは、特定随意
契約とは普通、その団体にしかできない事業を委託
するためにやる方法です。本来、営利企業には一般
競争入札して落札してもらえばいいわけです。しか
しそうじゃない。ねじれている。2010年度と2017年
度を比較すると、営利企業は一般入札による契約が
9６．3 ％から89．3 ％に減っているのに対して、特定
随意契約が33．６ ％から44．0 ％に増えたことで、総
計で委託契約に占める営利企業の割合が38．0 ％か
ら５0．9 ％に増えました。

■人材派遣会社が特定随意契約上位に
　そこで、さらに特定随意契約の受託額のトップ20
事業者というのをリストアップしてみました。2010
年度では営利企業は ５ 社のみでした。このうち阪急
電鉄が大きいのは淀川左岸線の工事を特定随意契約
で受託しているからなので注意が必要です。ところ
が2017年度では11社と 2 倍以上に増えています。
2010年度になかったもので見ると、セリオとかパソ
ナなどの人材派遣業者が増えています。セリオとい
うのは保育士の人材派遣会社です。パソナは有名で
すよね。このように上位20事業者に営利事業者の占
める割合が 7 年で 2 倍になっています。この上位20
の特定随意契約による委託費の総額はあまり変わっ
ていません。両年度とも約400億円です。そのうち
のほとんど半分が営利企業によって受託されるよう
になった。これはかなりドラスティックな構造変化
といえます。例えば、社会福祉法人みおつくし福祉
会の受託額が約半分になるなど、顕著に減少すると
いうことも起きているわけで、結構大きな変化と言
えます。

■コロナ禍の中の開発主義
　この項の最後にコロナの話をします。私も大阪に
住んでいまして、コロナの時は家族や自分も感染し
て大変な目にあいました。皆さんご存じの通り、大
阪府は人口10万人あたりの死亡者数が日本で一番多
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かった。しかし、私の予備調査で見る限り大阪のコ
ロナ対策は、維新を支持していない方もそれなり評
価しているようです。やはり、「大阪モデル」とい
うのは大変に評判が良かったということです。「大
阪モデル」は大阪維新の会が全国に顔出しするいい
機会になったと、行政学者の北村亘先生が書いてお
られます。感染者数や死者数の相対的な大きさから
考えると、大阪のコロナ対策が本当に成功している
のか疑問も残りますが、「大阪モデル」が維新の会
の全国的な影響力の増加に奇貨として作用したよう
です。これによって維新の会は再び全国的に影響力
を及ぼすようになっていきます。
　その中で注目すべきは、実はコロナ禍の中でも投
資的経費の人件費だけは継続して伸びているという
ことです（ 図１0 ）。これはやはりすごく不思議なこ
とです。先程、人件費を極端に削ったのを見ていた
だきました。しかし、総額では削っているのですが
投資的部門、つまり建設部門の人件費だけは、実は
他の政令市の平均を超えるような水準まで上昇して
いくんです。201６年あたりからです。先程言ったよ
うに万博誘致が決まって大きく動き出したあたりか
らなんです。だから、そこのセクションはそれなり
に人を付けたんだろうと思います。普通建設事業費
自体も上昇していますから。ただ、ポイントは普通
ならコロナになった時点で止めるだろうという気が
するわけですが、止まらないわけです。全然コロナ
と無関係に進んでいく。こういうことがデータから
見えてきます。これは今後、維新の会の支持にどう
いう影響をもたらすのでしょうか。

共有されない経済的利益

■「財政ポピュリズム」のパラドックス
　前半の話で維新財政の特徴について、偏差値を用
いた財政データを基に分析し、「財政ポピュリズム」
と表現しました。維新の会は中島一家批判みたいな
ものを、確かにかなり直接的にやっていました。そ
れで生み出した財源で教育費の無償化など、広い層
に配り直すことをやってきた。大阪市は教育バウチ
ャーと呼ぶ塾代助成の所得制限を今年10月から撤廃
することにしているようです。これも先程言ったよ
うに頭割りで戻すという手法です。今まで特定層の
利益だったものを剥ぎ取って頭割りで戻す。「頭割
りの普遍主義」と私は呼んでいますが、あたかも普
遍的な分配を装うことでみんなからの支持を調達す

る。こういうふうに財政を組み替えていくことで財
政ポピュリズムとしては機能するし、人々は今まで
もらえなかったものをもらえるようになったと歓迎
するわけです。ただ、それはあくまでも既存の財政
配分を解体していく中で、そういう作用をもたらす
ことができたということです。
　ところが、予備調査の結果から言うと、万博やＩ
Ｒなどの政策への支持は維新支持層でも低いわけで
す。さらに言えば都構想は失敗した。こういう失敗
した政策の特徴は何かというと、これはまさに財政
なんですね。つまり集合の利益。個人個人に還元で
きない利益。この利益の果実をみんなで食べましょ
う、だからみんなで負担してください。これが財政
の本質なんです。しかし、個人に返すことによって
同意を調達する政党は、その利益はみんなのもので
すよって語っても信じてもらいにくくなってしま
う。信じてくれる人もいるでしょうが、維新に対す
る支持で揺れている人は維新が自分たちに利益をも
たらしてくれるから支持している。その意味で、有
権者は合理的な存在でもある。
　都構想が失敗したとき、政治学の人たちは、維新
は都構想のメリットを有権者に納得してもらえなか
ったのでしくじった、と分析していました。結局、
その個人の合理性に訴えることで伸長した政党は、
個人を超えた合理性、個人を超えた利益を語った瞬
間に、「それは私たちのものではないんじゃないで
すか？」という問いに答えにくくなってしまう。維
新の会は「財政ポピュリズム」という最強の武器を
持って大きな支持を調達しましたが、その矛先が自
分自身に返ってくると最大の弱点になってしまうと
いうパラドックスに陥ってしまっている。維新支持
のコインがひっくり返ることが起きるんだと、そう
いう話でした。

■大阪の成長の内実
　ただ、これを乗り越える方法が一つあって、それ
はかつての高度経済成長期のように、例えば全員が
ある程度経済的利益を享受できれば、まあなんとか
支持を調達することができるかもしれません。そこ
で次の話題は、大阪の成長の内実という話です。
　例えば、大阪府の一人当たりの税収の偏差値を見
てみましょう（ 図１１ ）。東京都を入れると大阪府の
一人当たり税収は47都道府県の中でほぼ平均かやや
少ない水準です。2000年度からほぼ横ばいです。東
京都を除くと4６道府県の中ではやや高いくらいで
す。しかも維新府政になってそれ以前の水準を超え
たことは実はありません。一番高かったのは2000年
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の時です。よく言って横ばい。横ばいで維持したの
は大したもんだと、お褒めになるのであれば、まあ
そうでしょうが、少なくとも全国水準を上回る経済
成長が税収増になって跳ね返るように全体の利益が
増えているわけではない。また、一人当たり県民所
得（ 図１2 ）。これはよく出てきますのでご存じだと
思いますが、これも偏差値で直すと大阪府は決して
高くない。滋賀県の方が高い。なぜかというと簡単
ですが、滋賀県は工場が多いからです。一人当たり
県民所得というのはＧＤＰなので、付加価値額の高
い産業を持っている県が高くなります。だから富山
県が高いのです。滋賀県は琵琶湖南岸に工場がかな
りたくさん立地していて、それが一人当たり県民所
得を押し上げています。
　そう考えると、大阪はこの間、結局、白物家電が
撤退し、製薬業界も撤退して、唯一残っているのは、
インバウンドみたいな観光事業体だけなんです。し
かし、観光事業は必ずしも全体の利益に跳ね返って
いません。観光事業の付加価値は決して高くないの
です。普通に考えれば、観光産業でどれだけ成長さ
せようとしてもなかなか難しいわけです。
　次に一人あたり雇用者報酬を見ます（ 図１2 ）。雇
用者報酬もつい最近、兵庫県に抜かれてしまいまし
た。それまでは大阪の一人あたり雇用者報酬はかな
り高かったんです。47都道府県の中でも高いほうだ
ったのに、それがずっと下がって2018年中に兵庫県
に抜かれてしまいました。
　こういう数字が仮に右肩上がりでどんどん上がっ
ていけば、みんなに利益が分配されるので、財政ポ
ピュリズムによる分配効果と相まって大きい財政に
対する同意を取り付けやすくなると思います。しか
し、いまのところ経済的な数字で見る限り、大阪の
経済的な水準は上がっていません。そこが問題なん
ですね。つまり大阪の成長をみんなが実感できてい
るかというと、残念ながらそうじゃない。今の維新
の経済政策が難しい理由はこのあたりにありそうで
す。もちろん万博、ＩＲで数値が上がればハッピー
になるかもしれませんが、なかなかそうなるかどう
かちょっとわからないというのが正直なところでは
ないでしょうか。

■全国と比較しても顕著なインバウンド効果
　そうは言うものの、今、インバウンドはやっぱり
すごいわけですね。
　全国の伸び率で、2010年から14年で全国的にも
外国人観光客が 1 ．６ 倍に増えましたが、大阪はほ
ぼ 2 倍に増えました。さらに2014年から18年は全

国的にも 2 倍になったんですが、大阪はさらにそ
れを上回る上昇になっています。大阪の外国人観
光客数、外国人宿泊者数は全国を上回ってすごく
伸びています。
　それを一つ象徴するのが商業地価の上昇です。大
阪の商業地価は2011年以降ずっと全国の伸び率を上
回って上昇しています。大阪の商業地価の上昇率は
名古屋、東京よりも高かったのです。コロナで下が
った時は全国以上に下がりましたが、復活も早い。
これはインバウンドよってもたらされたものと言え
るわけですよね。デパートの売り上げも他の地区よ
りも高かった。
　しかし問題なのは、住宅地価は上がらなかったと
いうことなのです。平野区など人がたくさん住んで
いる人口集中地域、住宅地が広がっているようなエ
リアはほとんど地価が上がらなかった。自分の持ち
家の値段が上がれば資産効果で消費が活性化しま
す。しかし、結局そういうことは起きず、一部の商
業地域を中心にした地価の上昇だけが起きた。非常
に成長が偏ってしまったわけです。

維新の最強の武器と
最大の弱点

　先程から言ってるように、このために強みが弱み
に転換するという現象が生じている。その結果、「財
政ポピュリズ」の非常にアンビバレントというか矛
盾に直面しているというのが今の大阪維新の会の現
状ではないでしょうか。
　維新の会という政党が今後どうなるのか、私には
わかりませんが、もしかするとそういう矛盾を乗り
越える可能性ももちろんあると思います。非常に変
化の激しい政党なので、それをキャッチアップしよ
うという試みを、おそらくやるんじゃないかなと思
っています。
　逆に既存政党はそこに対して、どうオルタナテ
ィブを提示していくのかが問われています。それ
は財政の価値をどう回復させていくのかにかかっ
ていると思います。それはなぜかというと、全体
の利益を語れることが財政の強みだからです。そ
れをまず再建しなければいけないだろうというこ
とです。もしかすると維新が早めにキャッチアッ
プする可能性もあるかもしれません。しかし、既
存の政党がこの機会をとらえて財政の価値を新ら
しく再建していくということも起こり得るでしょ
う。こういうふうに考えています。
　以上で、本日のお話を終了します。

△本稿は２０２４年 ３ 月３０日に大阪自治研センターが開催した公開講座における吉弘教授の講演を、ご本人の了解を得て、 
編集部の責任で講演録に起こしたものです。要約、編集の文責は編集部にあります。（編集部）
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出所）総務省e-Stat『地方財政状況調査』及び『住民基本台帳』より報告者作成

出所）総務省e-Stat『地方財政状況調査』及び『住民基本台帳』より報告者作成

出所）�総務省 e-Stat『住民基本台帳に基づく人口、
人口動態及び世帯数調査』及び総務省『地方
公共団体定員管理関係』より筆者作成

出典）�総務省 e-Stat『地方財政状況調査�市町村分』「地方債現在高の状況市町村分
（０００３172981）」より筆者作成

図3～6  性質別歳出の人口
一人あたり額の政令市内偏差値

性質別歳出の人口一人あたり額と偏差値の推移（2006年～202１年）図１～2
図１ 額 偏差値図2

図3

図4 図5 図6

人口１0万人当たり普通会計職員図7 均衡財政主義の結果としての債務残高の圧縮図8
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出典）
総務省e-Stat『地方財政状況調査都道府県
分』「歳入の状況その1歳入内訳」内「項目：
地方税」及び『社会・人口統計体系都道府
県データ』「住民基本台帳人口（日本人）」
より筆者作成

出典）
内閣府ホームページ『県民経済計算（統
計表）』「平成８年度‐平成２１年度（１９９３
ＳＮＡ、平成１２年基準）」「平成１３年度
‐平成２６年度（１９９３ＳＮＡ、平成１７年
基準）」「平成２３年度‐令和２年度（２００８
ＳＮＡ、平成２７年基準）」及び総務省ｅ－
Ｓｔａｔ『社会・人口統計体系　都道府県
データ』「住民基本台帳人口（日本人）」
より筆者作成

大阪市ホームページ『決算（一般会計・
特別会計）平成22年度決算委託料支出一
覧』（https://www.city.osaka.lg.jp/zai
sei/page/0000149537.html）（最終閲
覧日：２０２１年９月２日）、『決算（一般会計
・特別会計）平成28年度決算委託料支出
一覧』（https://www.city.osaka.lg.jp/
zaisei/page/0000414373.html）（ 最
終閲覧日：２０２１年９月２日）より筆者作成
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　大阪維新の会は財政による資源
配分を既得権益と否定し、できる
だけ広範囲に均等に配り直すこと
で支持を獲得した。これは「財政
ポピュリズム」と名付けられる手
法だが、この手法は財政そのもの
の解体である。これが今回開いた
公開講座での吉弘憲介教授の講演
の重要なポイントだった。では、
そもそも「財政」とは何か。それ
を考えるのに格好の本が出版され
た。神野直彦『財政と民主主義』（岩

波新書２０２４）である。
　神野さんは財政が機能する背後
には、めざす社会についての人々
の合意が存在すると言う。人間を
生産の「手段」とする市場経済下
にあって、人間を「目的」とする
社会実現のために財政は生み出さ
れた。その意味では財政もまた制
度資本としての社会的共通資本＝
コモンなのである。この財政観は
原点であり、同時にきわめて現代
的テーマでもある。
　神野さんは現代を「根源的危機
の時代」と規定する。文字通り人
類が絶滅しかねない危機という意
味である。人類は地球環境が危機
に瀕

ひん

する時代に、戦争という最悪
の方向に舵

かじ

を切りつつある。一方、
ポスト工業社会としての知識社会
の到来は、育児や高齢者ケアなど
対人社会サービスの拡充を急務と
したのに、日本政府は自己責任論

でこれをなおざりにしてきた。コ
ロナ禍は、エッセンシャルワーカ
ーの重要性とともに、その劣悪な
労働環境、深刻な人材不足を招い
た新自由主義による財政の失敗を
白日の下にさらしたといえる。
　では、財政をどう再生するか。
まず、財政を支える社会像への合
意を再構築しなければならない。
そのために私たちになにができる
か。神野さんが示すキーワードは
「民主主義」だ。財政の解体は民
主主義の否定でしかない。まず足
元の地域社会の生活機能の再生に
住民が主権者として取り組むこと
を神野さんは提唱する。ここでも
地方自治は民主主義の学校なの
だ。そこでは基礎自治体の財政の
役割が重要となろう。迂

う え ん

遠に見え
て本質的な提言である。鬱

うっくつ

屈して
いた心が洗われ、未来に向けて元
気が出る本だ。

■編集部
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　韓国の国会は一院制で議員総数
は3００人である（選挙区２5４人、比
例代表４6人）。そして、公職選挙
法の規定により、比例代表候補者
名簿の奇数の番号には女性を立候
補させなければならない。 ４月1０
日の総選挙の投票率は67％で、最
近の総選挙では最高である。
　韓国の国会議員総選挙は大統領
の中間評価として位置付けられ
る。今回の選挙で与党の「国民の
力」は1０8議席に留まり、数字だ
けを見ると、与党の惨敗で尹政権
への厳しい審判が下ったと言えよ
う。しかしながら、野党は ２ / 3
の２００議席には届かず、大統領の
弾劾や改憲による尹政権の早期打

倒は難しくなったが、尹政権の早
期打倒と言う国民の怒りが完全に
収まったわけではない。
　今回の選挙の台風の目は、文政
権時代に法務大臣を歴任した曺國
氏が代表を勤める「祖国革新党」
である。結党宣言から僅か ２カ月
足らずで臨んだ選挙戦で比例区だ
け候補を出したが、得票率２４.２5%
で1２議席を獲得した。驚異的であ
る。1０議席を超える政党は単独で
法案の発議ができる。
　野党は、検察改革関連法案や尹
大統領夫人の疑惑を捜査するため
の特別検事法案などを国会に提出
する構えである。仮に、これらの
法案が国会を通っても、尹大統領

は拒否権を行使できる。そのため、
今後、与野党の確執や場外闘争が
一層激しくなる可能性も排除でき
ない。
　仮に野党が２００議席に達していた
ら、野党の選択肢は尹政権打倒だ
けになる可能性が高い。しかしな
がら、２００議席に達していないため、
今後の韓国国会は野党の腕の見せ
所であり、野党の動き次第ではそ
のあり方が問われるであろう。
　現在の韓国は二大政党制であ
る。今回の選挙で「祖国革新党」
は第三極と位置付けられている。
しかしながら、今後の韓国国会に
おける彼らの動きや２０２7年の大統
領選挙、２０２8年の国会議員選挙の
結果次第では、二大政党制の左派
の一翼を担い続けるのか、多党制
をリードする政党になるのかは未
知数である。目が離せなくなる韓
国政治である。

韓国の国会議員総選挙結果
を見て―尹錫悦政権は安泰？

■PLP 会館�大阪地方自治研究センター�研究員　尹 誠國

韓
国
政
治
の
行
方

キーワ
ードを
読む

「根源的   　　の
時代」の財政

危機
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１ 日●石川県能登地方で震度 ７の地震発生、大津波警報発令
２ 日●羽田空港で日航機と海保機が衝突炎上
　　● �阪神高速淀川左岸線、土壌対策で１０００億円増額、総工

費２９００億円に。費用は国が５５％、市が４５％負担
９ 日●仏首相にブリエル・アタル氏。戦後最年少の３４歳
１３日● �台湾総統選、民進党の頼清徳氏が当選。立法院選挙で

は民進党は過半数を維持できず
１６日●熊取町長選挙告示、２１日投開票。 3人が立候補
　　● �政府、能登半島地震で予備費１兆円に倍増を閣議決定
１７日●阪神淡路大震災２９周年
　　●経団連、公式会議で選択的夫婦別姓導入を政府に要請
１９日● �特捜部、安倍・二階・岸田 ３派閥の会計責任者らを立件。

７幹部は不起訴へ。 ３派閥は解散を表明
２１日●熊取町長選、現職の藤原俊司氏（大阪維新）が 3選
２２日● �岸田首相、万博工事による震災復興への支障防止。費用

の適正管理のため第三者委員会設置を関係大臣に指示
２４日● �経団連労使フォーラム、賃上げ「昨年以上」で一致。

春闘事実上スタート
２６日● �第２１３通常国会召集される。２０２４年度予算案提出。一般

会計の歳出総額は１１２兆５７１７億円
３０日● �法制審部会、離婚後共同親権導入の要綱案を取りまと

め。ＤＶや虐待のケースは除外
　　● ２3年の求人倍率、大阪は １．3０倍に。前年比 ０．０3％上昇
３１日● �岸和田、八尾、富田林、柏原、高石、東大阪の ６市、首

長会議で水道事業を広域水道企業団に一体化へ
３ 日● �富田林、河南、太子、千早赤阪の ４市町村協議会、「広

域型地域交通計画」を策定することを決定
４ 日● �京都市長選、自・立・公・国推薦の松井孝治氏が共産

推薦候補に辛勝
７日● �堺市、２４年度当初予算案発表、一般会計４６７５億円。困

窮世帯の不登校中学生に家庭教師派遣など盛り込む
８ 日●町村議選２７％無投票、３１町村定数割れ、全国町村議長会
１３日●中学校を3５人学級編成へ、和泉市予算案
１４日● �大阪府２４年度一般会計当初予算案を発表、総額3兆１９７２億

円。コロナ対策費の縮小などで前年度比１２．２％減。万博
関連は前年度比約４．3倍となる3４１億 ９千万円を計上

　　● �大阪労使会議開催、田中宏和連合大阪会長が「前年上
回る賃上げ」求める

１５日●内閣府昨年のＧＤＰ発表。日本は独に抜かれ４位に転落
１６日● �高石市、地域コミュニティ再生支援事業補助金、ボラ

ンティアポイント制創設へ、２４年度予算
１９日●大阪湾のクジラ、死亡を現地調査で確認。死因は餓死
２１日●奈良県、関西広域連合に全面参加決定
２２日●日経平均終値、史上最高値 ３万９０９８円。バブル期超え
２５日●大阪唯一の公営バス、「高槻市営バス」が開業７０周年
２６日●スウェーデン、ＮＡＴＯ加盟決定。ハンガリー承認で
２７日● �厚労省人口動態調査速報値公表、出生数過去最少の

７５万８６３１人。婚姻数は戦後最低の４８万９２８１組

　　● �大阪府、クジラ遺体堺泉北港内に埋設。費用見通し
１５００万円、知事「妥当額」

１ 日●ガザ側の死者、前月末までに ３万人超えたと報道
２日● ２０２４年度予算案、衆院通過
４日●フランス、世界で初めて憲法に妊娠中絶の自由を明記
６日●吉村知事、訪日外国人客から徴収金制度創設検討を表明
　　●府公立高入試、一般選抜は平均 １．０５倍で確定
７ 日●トランプ氏、スーパーチューズデー圧勝
１１日● �大阪でタクシー事業を展開する「関西中央グループ」の

９社が民事再生申請。コロナ禍で採算が悪化
１２日● �万博中のタクシー需給予測で最大２４００台が不足。吉村

知事、国にライドシェア全面解禁を再度要望
１３日● �春闘、大手集中回答日。満額回答相次ぎ、過去最高水

準の賃上げの動き広がる
１４日● �堺市の認定こども園、会長のパワハラを理由に保育士

が大量退職。運営困難に
１７日●ロシア大統領選、プーチン氏 ５選。得票率８７％
１９日●府議会特別委で「基礎自治機能充実強化条例案」を可決
　　●日銀、金融政策決定会合でマイナス金利解除決定
　　●河南町長選告示、森田昌吾現町長が無投票再選
２１日●府議会、２０２４年度予算、「基礎自治強化条例」可決
２２日●岸和田市議会、庁舎建て替え予算案を否決
　　● �夜、ロシアのコンサートホールで銃撃。１３３人死亡、百

数十人負傷。ＩＳが犯行声明、容疑者１１人拘束
２３日●北大阪急行が延伸開業、箕面萱野駅など ２駅新設
２５日●茨木市議会、自主解散案否決。公明・共産等反対・退席
　　●奈良県議会、メガソーラー除外の自民修正予算案を可決
２６日● �東大阪市議会、大阪府内 ６市の水道統合案を否決。修

正予算案を可決で「花園ＥＸＰＯ」も中止に
２７日● �大阪市、食品衛生法に基づき小林製薬に紅麹関連の 3

商品の「回収命令」。厚労省の通知受け
　　● �大阪市議会、２０２４年度予算可決成立。市議会を通年開

催とする条例案も可決
　　● �堺市議会の来年度予算案、自動運転バス事業巡り否決

も市長「再議」で逆転可決。共産除く野党が譲歩
28日●2024年度予算案、参院通過。新年度予算成立
　　● �岸和田市議会、新庁舎建設予定地を変更する付帯決議

を採択する形で暫定予算案を可決
30日●自治研センター、「公開講座」開催
3１日●茨木市長選挙告示、福岡洋一現市長が無投票 3選
　　●府立高校半数近い７０校が定員割れ。私学無償化の影響

■
■

１
月
　

■
■

３
月
　

■
■

２
月
　

大阪の自治ダイヤリー大阪の自治ダイヤリー

立高校無償化の所得制限を段階的に撤廃する経費を盛
り込む府の新年度予算が成立。一方で公立高校は半数

近い７０校で定員割れ。統廃合も進む。大阪の教育はこれでい
いのか▼大阪府市とも万博やＩＲ整備にむけた投資的経費が
拡大基調。コロナ下でも大阪の開発主義は顕著と、公開講座
で吉弘教授は指摘する▼岸和田、東大阪、堺などで維新市長
提出の予算案の修正や「再議」があった。合意形成のための
熟議は尽くされたか▼紙幅の関係で国内外の事項はかなり削
らざるを得なかった。できればホームページの「ダイアリー」
をご覧ください。

私


